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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社および当社グループは、内部統制体制の構築・強化およびその実効的な運用を通じて、経営の健全性、透明性、効率性、迅速性を高め、企
業の社会的責任を果たすことで、株主の皆様、お客様、お取引先、従業員、地域社会、その他すべてのステークホルダーとの共存・共栄を目指
し、信頼される企業として企業の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に努めることを、コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としており
ます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４株主総会における権利行使】

　当社は、現在海外投資家比率が20％を下回っているため、コスト等を勘案し議決権の電子行使を採用しておりません。招集通知の英訳について
は、株主総会の開催日時・場所・議案について英訳し、当社ホームページに掲載しております。（https://www.mutoh-
hd.co.jp/en/ir/stock/meeting.html）

　海外投資家比率の上昇や、比率にかかわらず株主・投資家の皆様のご意見・ご要望も勘案して、議決権の電子行使や招集通知の英訳につい
て検討を進めてまいります。

【原則１－３資本政策の基本的な方針】

　当社は、充実した自己資本を確保し、健全な財務基盤を確保したうえで、業績に応じて継続的かつ安定的な配当を実施することを配当政策の基
本的な方針としております。資本政策については、当社グループ全体の効率的経営、成長機会の確保および企業価値向上のため有効的な投資
を随時検討・実施してまいります。

【補充原則４－１－２取締役会の役割・責務（1）】

　当社は、持続的成長と中長期的な株主価値の向上に努め、経営戦略、経営計画、資本政策について中期経営計画として策定検討を進めており
ます。また、中期経営計画については、株主に対するコミットメントの一つであることを認識し、公表することを検討してまいります。

【補充原則４－１－３取締役会の役割・責務（1）】

　当社は、当社の経営理念や行動指針を踏まえ、経営戦略を確実に遂行できる人材を役員に抜擢しております。次期代表取締役社長や新任取締
役候補者の指名に当たっては、各部門で作成した「サクセッションプラン」をベースに最終的には取締役会で決定しておりますが、プロセスの透明
性及び公表については、今後の検討課題としてまいります。

【補充原則４－２－１取締役会の役割・責務（2）】

　取締役（監査等委員を除く）の報酬には、現時点で業績連動報酬・株式報酬による報酬制度は現在実施しておりませんが、2019年6月の取締役
会および監査等委員会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議いたしました。今後においては、新たな報酬制度の導入に向けて、2020年の
株主総会を目途に株式報酬制度の導入等、内容を精査・検討してまいります。

【補充原則４－１０－１　指名・報酬の諮問委員会】

　独立社外取締役は、取締役会・経営陣幹部との連絡・調整を行い、経営の重要な事項に関する検討に適切な関与・助言をしております。

　当社は任意の機関として報酬委員会および指名委員会を設置しており、そのメンバー構成は、独立社外取締役1名、非常勤の社内取締役2名と
し、代表取締役を含めないことで客観性・透明性を確保しております。今後も更なる独立社外取締役の関与・助言を得られる体制整備を進めてま
いります。

【原則５－２経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、持続的成長と中長期的な株主価値の向上に努め、経営戦略、経営計画、資本政策についてそれぞれ策定検討を進めております。これ
らの詳細は、中期経営計画を策定し、その中で明らかにする予定です。中期経営計画は、見通しが立った時点で公表することも検討してまいりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４いわゆる政策保有株式】

　当社は、円滑な取引関係の維持、取引の強化、株式の安定化を図る目的で、政策保有株式として、業務提携先の株式を限定的に保有し、それ
以外を売却する方針としております。この政策保有株式については、中長期的な経済合理性や、協業関係の維持・強化、業務提携による事業戦
略上のメリット等を検証し、定期的に保有の可否を判断しております。

　保有株式の議決権の行使につきましては、議案が当社の保有方針に適合するかどうかに加え、投資先会社の効率かつ健全な経営に役立ち、
企業価値の向上を期待できるかどうかなどの観点から、個別議案の精査を行い、賛否の判断を行っています。

【原則１－７関連当事者間の取引】

　関連当事者との取引につきましては、役員が取締役を兼任している会社等との取引など、利益相反のおそれのある取引を行う場合には、当該
取引が当社グループ及び株主共同の利益を害することが無いよう、当該取引についてあらかじめ取締役会に付議し、承認を得て、取引後は遅滞
なく当該取引についての重要な事実を取締役会に報告しております。



【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社企業年金基金では定期的な業務概況等の開示に努め、資産運用については資産運用委員会の設置により、運用に関する基本方針の下、
投資方針の策定・運用状況・アセットミックスの状況など定期的なモニタリングを行なっております。

　また、運用機関の選定においては、利益相反管理状況の適切な管理を前提とした日本版スチュワードシップコード受入機関に運用を委託してお
ります。

　当社は、企業年金の所管部署を人事総務部として、年金基金の運営および資産運用など期待される機能を発揮できるよう、人事・財務に精通し
た当社役職員を派遣するなど、企業年金運営全般の健全性の確保に努めております。

【原則３－１情報開示の充実】

　当社は経営理念・経営の基本方針を以下のとおり定めております。

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社の経営理念は、「常に革新し、挑戦を続け、社会に貢献する」です。なお、当社ホームページ、行動規範にも掲載しております。　

　http://www.mutoh-hd.co.jp/ir/mng/index.html

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方につきましては、当社ホームページに掲載しております。　

　http://www.mutoh-hd.co.jp/ir/mng/governance.html

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　取締役及び監査等委員の報酬等については、株主総会の決議による取締役及び監査等委員それぞれの報酬総額の限度内で、会社の業績や
経営内容、経済情勢等を考慮し、取締役の報酬は報酬委員会で決定します。また、監査等委員の報酬は監査等委員の協議により決定し、中立の
立場から監査・監督機能を担う役割に鑑み、賞与の支給はありません。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役（監査等委員を含む。）候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　当社グループの置かれる環境を理解し、グローバル規模での競争を念頭に置いて、高い視点・広い視野から事業の方向性や戦略を打ち出し実
行することのできる人材を経営幹部に選任する方針としております。

　具体的には、業界知識・人脈を有し、業界に関連する他社の経営者・プロジェクトリーダーを務めた経験、海外勤務の経験等を総合的に勘案し、
取締役会から諮問を受けて指名委員会で審議のうえ答申し、取締役会が最終的な選任を行います。また選任後、能力実績が十分でないと判断さ
れた者についても、取締役会から諮問を受けて指名委員会で審議のうえ答申し、解任候補者とする取締役会決議を行う方針としております。

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　当社は、取締役候補者の選任理由について、株主総会参考書類にて開示しております。また、解任候補者がいる場合も同様に招集通知にその
理由を明示することとしております。

【補充原則４－１－１取締役会の役割・責務（1）】

　当社取締役会は、業務執行者による職務執行をはじめとする経営全般に対する監督機能を担い、法令に規定する事項および取締役会規程に
規定する事項を決議し、その他の業務執行（その主なものは取締役会規程に定める報告事項）については取締役会で定めた管掌業務に基づき
各取締役にその決定を委任しております。

【原則４－９独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、独立社外取締役の候補者選定においては、会社法及び東京証券取引所が定める基準をもとに、指名委員会で審議検討することとして
おり、この方法が最も適切であると考えております。

　今後、株主をはじめとしたステークホルダーとの対話を通じて、必要に応じ当社独自の独立性判断基準を策定することも検討してまいります。

【補充原則４－１１－１取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社の取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様なメンバーで構成し、取締役会の機能が最も効果的・効率的に発揮でき
る適切な員数を定款に定めております。

　現在、取締役１１名の内８名がそれぞれ得意分野に特化して業務を執行し、もう３名は弁護士等の社外取締役を含む監査等委員であります。

　取締役の選任に当たっては、性別・年齢・人種などを問うことはせず、指名委員会において事業に係る意思決定を行うにあたり必要とされる能
力・知識・経験を持った人物であることを前提に、人格・見識等の資質を見極め総合的に判断し決定することとしております。

【補充原則４－１１－２取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　現時点で上場会社の役員を兼任する取締役は４名おりますが、いずれも取締役の役割・責務を果たすために合理的な範囲内であると判断して
おります。

　当社は、取締役の兼任状況について取締役会にて報告し、株主総会招集通知・有価証券報告書等に記載しております。

【補充原則４－１１－３取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社は、取締役会の実効性を一層高めるため、取締役を対象に取締役会の構成・運営など６項目からなるアンケートを実施し、その結果・評価
を行いました。アンケート項目および結果は以下のとおりです。

（アンケート項目）

　１．取締役会の構成

　２．取締役会の運営

　３．取締役会に対する支援体制

　４．役員トレーニング

　５．株主（投資家）との対話

　６．自身の取組み

（アンケート結果）

　上記アンケート実施の結果、取締役会の実効性について現状は適切であると評価しました。一方で、取締役と内部監査部門との連携体制や社
内取締役と社外取締役の十分な意思疎通に課題があるとの意見が示されましたので、順次対応改善を実施してまいります。今後も取締役会の実
効性を高めるため、評価分析を行い、また評価手法についても改善を進めてまいります。

【補充原則４－１４－２取締役・監査役のトレーニング】

　当社は、新任取締役に対して当社の事業内容、経営状況等の経営判断に資する情報提供を行っております。

　当社は、役員の法改正、各規制に関する知識の習得やその役割・責務等の基本的知見に関して、必要に応じて随時役員講習会を実施して理解



の促進に努めております。また、各役員が任意に外部研修等を受講することができるようにしております。

【原則５－１株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、ＩＲ/ＳＲ担当部署を設置し、投資家との面談の実施やメールによる株主・投資家からの問い合わせに応対するなどの様々な機会を通じ
て株主等との建設的な対話の機会を持つように努めております。

　当社は、面談等による対話を通じて、当社経営方針・企業の成長戦略にかかる取組みについて理解を得るよう努めるとともに、株主等の声に耳
を傾け、資本提供者等の目線からの経営分析や意見を吸収及び反映し、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に取り組んで
おります。

　当社では、毎年３月と９月の基準日を対象に実質株主判明調査を実施し、取締役会の報告事項としており、株主構造の把握をしております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

TCSホールディングス株式会社 1,794,278 39.43

三井住友信託銀行株式会社 210,700 4.63

株式会社みずほ銀行 107,139 2.35

公益社団法人日本設計工学会 68,058 1.50

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 64,400 1.42

戸田　智之 60,000 1.32

堀　啓一 59,100 1.30

日本トラスティ・サービス株式会社（信託口） 53,800 1.18

日本トラスティ・サービス株式会社（信託口５） 51,900 1.14

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 46,700 1.03

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2019年3月31日現在の状況です。なお割合は、自己株式（931,449株）を控除し、小数点以下第３位を四捨五入して算出しており
ます。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

蓑口　弘典 他の会社の出身者 ○

飛田　博 弁護士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

蓑口　弘典 ○ ○
蓑口弘典氏は、当社の主要株主であるユ
ニシステム株式会社の業務執行者であり
ます。

蓑口弘典氏は、経営者としての豊富な経験、幅
広い見識等に基づき、客観的かつ高度な視野
から当社の企業活動に助言・監査をしていただ
けるものと考えております。なお、ユニシステム
株式会社は当社の主要株主ですが、同社と当
社との間に特別な利害関係は生じていないこと
から、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がないと判断して、独立役員として指定してお
ります。



飛田　博 ○ ○

飛田博氏は、2010年まで当時当社の顧問
弁護士事務所であった西村あさひ法律事
務所所属の弁護士でありました。

　当社は、過去に西村あさひ法律事務所
との間に法律顧問契約を締結しておりまし
たが、2019年2月に顧問契約を終了してお
ります。

飛田博氏は、社外役員となること以外の方法で
会社経営に直接関わったことはありませんが、
弁護士として培われた専門的な知識・豊かな経
験に基づき、客観的かつ高度な視野から当社
の企業活動に助言・監査をしていただけるもの
と考えております。

　同氏と一般株主との間に利益相反が生じるお
それがないものと判断して、独立役員として指
定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　現状、監査等委員会を補助すべき取締役および使用人は置いておりませんが、内部監査部門・監査等委員と取締役は、適宜情報交換を行なう
など連携が図られており、内部監査部門が行った監査内容は、適宜取締役会、監査等委員会へ報告を行っております。

また、監査等委員である社外取締役と会社との連絡・調整については、経営管理部が担当し、迅速に対応できる体制をとっております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

（１）監査等委員と会計監査人の連携状況

　監査等委員は、会計監査人と相当数の会合を持ち、監査方針や監査計画についての説明や、会計監査人の職務の遂行が適正に行われること
を確保するための説明等を聞くとともに、監査等委員からも重点監査項目について、要望を伝えるなど、積極的に意見・情報交換を行い、適正で
厳格な会計監査が実施できるよう努めております。

また、監査等委員は、会計監査人の監査の方法及び結果に関する報告を受けるなど、会計監査人の監査の実施状況の把握に努め、会計監査人
監査の相当性の判断を行っております。

（２）監査等委員と内部監査部門の連携状況

　当社は、監査等委員会設置会社ですが、子会社である国内グループ各社は、全て監査役設置会社であります。当社の一部の監査等委員は当
社グループ中核会社の監査役を兼務するなど、各々監査主体としての独立性を維持しつつも、他の国内グループ各社の監査役や内部監査部門
とも、相互に連係・協力し、監査の効率性、実効性を高め、監査の質的向上に努めております。

また、監査等委員は、定期的・必要に応じて適宜に開催する監査等委員会において情報の共有化を図るとともに、監査等委員会として取締役会
等で社外取締役の見地からの意見も含めて述べるなど、当社グループの経営の健全性の維持に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 3 0 2 1 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 3 0 2 1 0 0
社内取
締役

補足説明

　当社は、任意の報酬委員会と指名委員会を設置しております。取締役の報酬額は、株主総会の決議による取締役（監査等委員を除く。）の報酬
限度額の範囲で、その支給額、支払額等を取締役会の決議に委任しております。取締役会は、当該事項を報酬委員会で一任する決議をしてお



り、報酬委員会において報酬制度の妥当性に関する審議を行い、決定しております。

　役員の選任および解任は、取締役会からの諮問を受けて、指名委員会で取締役の選任および解任に関する審議を行い、取締役会に答申して
おります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

　取締役（監査等委員を除く）の報酬には、業績連動報酬・株式報酬による報酬制度は現在実施しておりませんが、当社取締役の任期が１年であ
ることを踏まえ、任期満了後も任期を継続する際には、前年の業績・評価を勘案し報酬委員会にて報酬額の見直しを行った上、決定しております。
また、報酬委員会では、業績に応じて賞与の支給の有無、その金額を定めており、株式報酬ではないものの、インセンティブを踏まえた経営陣の
報酬を設定しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2019年3月期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は71百万円であります。なお、2015年6月26日の定時株主総会で監査等委
員設置会社へ移行し、取締役（監査等委員を除く。）の報酬額は、年額２億16百万円以内、監査等委員の報酬額は、年額36百万円以内と決議さ
れております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬については、毎年定時株主総会後の取締役会において会社の業績・経営内容・経済情勢および各管掌業務の遂行結果等を考慮
しながら報酬委員会にその具体的金額の決定を委任しております。

　報酬の決定方針等については、本報告書Ⅰ１．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１情報開示の充実】の「（３）取
締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続」に記載しておりますので、ご参照ください。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役の職務を補助すべき専任の社員は置いておりませんが、取締役会その他重要な会議に出席する場合の連絡は、経営管理部が事前
に資料を作成、整理し送付を行っており、必要に応じて事前または事後の説明・報告を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社および当社グループは、グループ全体の効率化の追求、健全性・透明性を確保し、内部統制システム・コンプライアンス体制等の改善を行な
うことを目的として、2007年4月1日より持株会社体制へ移行致しました。

　持株会社体制のもと、当社グループは、グループ経営資源の最適化及び効率的活用を図り、かつ、経営体制の強化による意思決定・監督機能
と事業の執行機能を明確に分離し、経営のスピード化と透明性の向上に向けて、コーポレート・ガバナンスのより一層の強化を図っております。

　指名、報酬決定等の機能に係る事項については、本報告書Ⅰ１．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１情報開示
の充実】の「（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続」および「（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締



役（監査等委員を含む。）候補の指名を行うに当たっての方針と手続」をご参照ください。

１．取締役会・業務執行体制

　当社は、グループ経営の迅速な意思決定ならびに経営戦略を効率的かつ機動的に展開するため、持株会社体制によるグループ経営の健全
性、透明性を目指した情報の開示ならびに経営監視体制の強化を行っております。

　また、弁護士と顧問契約を締結しており、法的リスクや契約を含む重要な法務課題については随時助言を求めて、的確な対応に努めておりま
す。

　経営の意思決定につきましては、取締役１１名で構成する取締役会（原則月一回および必要に応じて随時開催。2018年度において19回開催）で
法令・定款に基づく取締役会付議基準について審議・決定したことに加え、経営陣幹部が出席する重要会議にて方針決定を行っております。当該
重要会議は、取締役のほかテーマに関連するグループ企業責任者並びに役職者等によって必要に応じ適時開催しております。　また当社では、
経営責任を明確化し、経営環境の変化に迅速に対応するため、取締役（監査等委員を除く）の任期を１年、監査等委員の任期を２年としておりま
す。

　監査等委員につきましては、法務・財務・会計・経営等に関する知見を有することや独立性が高いこと等を総合的に判断して選任し、３名のうち、
２名を非常勤の社外取締役としております。

２．監査等委員の監査、内部監査および会計監査の状況

　監査等委員の監査は、社内取締役１名と社外取締役２名による監査制度を採用しており、監査等委員は取締役会および経営会議、その他の重
要な会議に出席し、経営の意思決定の妥当性・適正性を確保するために必要な助言・提言を行い、中立的な立場から経営の監督機能を充実させ
ており、業務執行取締役の職務執行を十分に監視できる体制としております。

　また、内部監査部門は、監査等委員と連携して各拠点、グループ企業を含めた業務・制度監査の充実に努めております。

　会計監査につきましては、新日本有限責任監査法人との間で監査契約を締結しており、通常の会計監査に加え重要な会計事項について随時助
言を求め法令順守に努めております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、コーポレートガバナンスの一層の強化の観点から、経営の監督機能強化と透明性の充実を目的として2015年6月26日の株主総会決議
をもって、監査等委員会設置会社へ移行しました。

　当社の取締役会は、各業界・専門知識を有する取締役の十分な議論に基づき、実効的な経営の意思決定を迅速に行っております。また、必要
に応じて経営会議を適時開催することによって、きめ細かく業務執行を図るべく、経営機能の強化と実効性確保に努めております。

　監査等委員会につきましては、社内取締役１名と社外取締役２名で構成されており、取締役会および経営会議、その他の重要な会議に出席して
おり、中立的な立場から取締役の業務執行や会社運営の監視を行っております。

　監査等委員は、経営意思決定の妥当性・適正性を確保するために必要な助言・提言を行っており、客観的な視点を経営判断に関与させておりま
す。

　会社の指揮命令系統から独立した観点から、取締役会の監督機能を充実させており、適正な会社運営を保持する役割を担っております。

　以上により、当社のガバナンス体制は、客観性、中立性を備えた経営の監視体制が十分に機能しているものと考えており、現行のコーポレート・
ガバナンス体制を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

当社は、株主が総会議案を十分に検討する期間を確保できるよう、2019年3月期の株主
総会招集ご通知においては、法定期限の2日前に発送いたしました。

　また、日本取引所グループおよび当社ホームページにて、招集通知の発送前開示を
行っております。

集中日を回避した株主総会の設定

当社は、株主が株主総会における議案を十分に理解いただけるよう、招集通知の早期発
送に努めましたが、本定時株主総会の開催日につきましては、適正な財務報告書の作成
業務との兼ね合い等で、集中日の開催となりました。今後は、業務効率の改善を図り、ま
た会計監査人との細やかな連携を図りながら、可能な限り集中日を除いた日程での株主
総会開催を目指してまいります。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、基準日時点において株主名簿に登録されている議決権を有する株主を議決権
行使が可能な株主としておりますため、信託銀行等に代わって自ら議決権の行使等を行
うことをあらかじめ希望する場合においては、これを認めておりません。　しかし、信託銀
行等の株式保有者が議決権行使ができない特段の事情がある場合は、判例・法令に従
い機関投資家等を代理人とすることを認めております。

その他

株主総会招集通知にはUDフォントの使用、インデックスをつける、サイズ大判化など株主
様にとって見やすくわかりやすい招集通知の作成を心がけております。

　株主総会議場説明においては、当社の概要や決算内容を映像を用いて説明し、また株
主総会の前後において、本社ショールームにて製品展示や説明を行うなど、出席株主の
皆様にも理解していただきやすい総会運営を実施しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

株主・取引先をはじめとするステークホルダーにとって重要と判断される情報
については、任意に適時開示を行ないます。その他、より当社への理解を深め
ていただくため当社ウェブサイトを通じて事業・決算関係に関する情報を積極
的に開示しております。

　当社は、ディスクロージャーポリシーを制定し、ホームページに開示しており
ます。

http://www.mutoh-hd.co.jp/ir/mng/disclosure.html

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページにＩＲサイトを設置しており、基本情報、会社概要、経営計
画、決算短信や事業報告書、決算説明資料等の決算情報を掲載し、併せて、
TDnetでの開示情報や株式事務等、株主や投資家の利便性を考慮したＩＲ情報
の充実に努めております。

　　http://www.mutoh-hd.co.jp/ir/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置
経営管理部で、ＩＲに関する株主や投資家からのご質問やご相談に応じており
ます。

その他
当社は、ホームページ、会社案内、株主総会招集通知の一部、決算短信サマ
リー、事業報告書・中間報告書について英訳し、海外投資家等への情報提供
を行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は「国内外の法令、社会倫理を遵守し、良識ある企業活動を心がけ、グループ事業の
価値の向上とMUTOHブランドの恒久的維持・拡大、更には社会の健全な発展に努める。」
を経営理念に掲げ、『ＭＵＴＯＨグループ行動規範』を策定しております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社ホームページや新聞・ＴＶ等のメディア広告、展示会等を通して、ＩＲ活動および各事業
の施策等の情報開示を行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役および使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令・定款および「取締役会規程」その他の社内規程等に従い重要事項を決定するものと
し、取締役の職務の執行を監督する。

（２）監査等委員は、監査等委員会が定めた監査方針、監査等委員会規程その他の方針に基づき、取締役会の議決権行使、取締役の業務執行
状況の監査および必要な調査を行う。

（３）取締役社長は、当社および子会社（以下「ＭＵＴＯＨグループ」という）が共有すべきルールや考え方の基礎となる「ＭＵＴＯＨグループ行動規
範」を策定し、その遵守の重要性につき繰り返し情報発信することにより、その周知徹底を図る。

（４）取締役社長は、ＭＵＴＯＨグループ役職員の重大な法令・定款・その他社内規程等の違反に関する調査・予防・是正・再発防止等必要な対策
を講じるため、コンプライアンス委員会を設置しその活動を推進する。

（５）第三者機関を情報提供先とする内部通報制度「コンプライアンス・ホットライン」の利用を促進し、ＭＵＴＯＨグループ全体の法令・定款・その他
規程等の違反またはそのおそれのある事実の早期発見に努める。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、その他事業運営上の重要事項に関する決裁書類などの取締役の職務の執
行に必要な文書は、取締役全員が常時閲覧することができるよう、検索可能性の高い方法で保存・管理する。

（２）取締役および使用人の職務に関する各種の文書、帳票類その他関連資料については、法令および文書管理規程に基づき、適切に作成・保
存・管理する。

（３）取り扱う情報が企業秘密に該当する場合は、「機密情報管理規程」に基づき、機密性の程度に応じて適切に管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）経営に関して生じる様々なリスクに対処するため、「リスク管理基本規程」を策定し、ＭＵＴＯＨグループが一貫した方針の下、効果的かつ総合
的に実施する。

（２）リスクは、その危険の程度に応じた適切な対応責任者を直ちに決定し、対策を講じる。そのリスクが経営に重大な影響を及ぼす可能性がある
場合は、取締役社長直轄の対策本部を設置して対策を講じる。

（３）取締役および使用人は、担当職務に関するリスクの把握・洗い出しに努め、優先的に対応すべきリスク選定をした上で、適切な対策を講じる。

（４）コンプライアンス委員会は、リスク管理基本規程、対策マニュアル等の整備に努め、ＭＵＴＯＨグループの周知・啓発を継続して実施する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役会は、定款に基づき、取締役会で重要な職務執行の権限を取締役に委任するときは、その委任者と権限の範囲を定め、迅速な経営執
行を行う。

（２）取締役は、法令・定款・社内規程等に定める取締役会決議事項を除き、経営会議その他必要な構成員との検討を経てその職務を遂行する。

（３）取締役の職務執行状況については、適宜、取締役会に報告する。

（４）取締役の職務の執行の効率性を確保するために、合理的な職務分掌、権限規程等を整備する。

５．ＭＵＴＯＨグループにおける業務の適正を確保するための体制

（１）ＭＵＴＯＨグループ全体の事業シナジー効果を生み出すため、グループ横断的な情報交換・人事交流を積極的に推進し、連携強化に努める。

（２）ＭＵＴＯＨグループにおける経営の健全性・業務の適正の確保のため必要な場合、子会社の事業運営に関する重要な決定について、当社の
承認を必要とするほか、特に重要なものは当社の取締役会・経営会議の審議を行う。

６．子会社の取締役および使用人の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

子会社の実施する施策・巨額の物資購入等の実行には、稟議により各子会社ごとの決裁を行うと同時に、当社取締役に対する事前報告を行い、
必要がある場合は当社の取締役会・経営会議等で承認した上で実行する。

７．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）子会社は、当社の定める「リスク管理基本規程」に準じてリスクの洗い出し・管理を行い、子会社特有のリスクが有る場合は、当社取締役社長
またはコンプライアンス委員会に報告する。

（２）当社の主管部門は、子会社がその業務の適正または効率的な執行を阻害するリスクの洗い出し・ルール策定の指導および支援を行う。

８．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社は、ＭＵＴＯＨグループ全体の中期経営計画を策定し、子会社の経営目標を明確にする。

（２）当社は、子会社の事業計画等の重要事項について事前協議を要するものとし、必要に応じて当社取締役が子会社の取締役会に出席し意見
を述べた上で決議することにより、ＭＵＴＯＨグループの統制を図りつつ子会社の職務執行の効率性を確保する。

９．子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社は、子会社の取締役等に対し「ＭＵＴＯＨグループ行動規範」を遵守するよう継続的に周知・啓発を行う。

（２）子会社の施策・事業遂行において、検討段階で当社取締役が積極的に意見を述べることで、子会社の取締役等の業務の適正を確保する。

（３）「コンプライアンス・ホットライン」の利用対象に子会社を含むことにより、子会社の取締役等の法令・定款・その他規程等の違反またはそのお
それのある事実の早期発見に努める。

１０．監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する体制ならびに当該使用人等の取締役からの独立性および当該使用人等に
対する指示の実効性の確保に関する体制

（１）監査等委員会が補助使用人の設置を求めたときは、補助使用人の人数および地位について監査等委員会の意見を尊重し、十分協議した上
で、補助使用人または補助機関等を設置する。

（２）補助使用人を設置したときは、補助使用人に対する指揮命令、報酬および人事異動について、監査等委員会の事前の同意を必要とする。

（３）補助使用人は、監査等委員会より職務に関する指示を受けた場合は、当該指示された業務を他の業務に優先して遂行するとともに、監査等
委員である取締役以外の取締役の指示・命令を受けない。

１１．ＭＵＴＯＨグループの取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制

（１）ＭＵＴＯＨグループの取締役および使用人は、監査等委員会に対して、法令または定款に違反する事項に加え、ＭＵＴＯＨグループに重大な影



響を及ぼす事項ならびに内部監査の実施状況その他の事項を報告する。

（２）ＭＵＴＯＨグループの取締役および使用人は、監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求められた場合は、速やかにこれを
報告する。

（３）当社は、監査等委員会から子会社の取締役等に対し、その職務の執行状況その他に関する報告の求めがあったときは、子会社の取締役等
に報告を行うよう指導する。

１２．監査等委員会へ報告をした者が、報告をしたことを理由として不当な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、ＭＵＴＯＨグループの取締役および使用人が、監査等委員会に対し職務の執行状況その他に関する報告を行ったこと、「コンプライアン
ス・ホットライン」を利用したこと、その他監査等委員会の求めに応じて報告したことを理由として、一切不利な取り扱いを行わない。

１３．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）各監査等委員は、その職務のために必要な場合は、社内外において開催される会議に参加することができる。

（２）重要な決裁書類等は、監査等委員の閲覧に供する。

（３）監査等委員会の監査および監査等委員の職務の執行のために合理的な費用の支払を求めたときは、これに応じる。

１４．財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）財務報告の適正性および信頼性を確保するため、金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効性と適切な提出を行うため内部統制シス
テムの構築および改善に努める。

（２）内部統制システムと金融商品取引法およびその他の関係法令等との適合性を確保するために、内部統制の年間スケジュール・必要項目の
洗い出し・関連帳票類の収集を行い、統制状況の業務プロセス等の継続的な記録および把握を通じて、内部統制システムの評価・改善を行う。

（３）ＭＵＴＯＨグループの評価・改善結果は、定期的に取締役会に報告する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力に対しては、警察や弁護士等の外部専門機関と連携し、そ
の関係を断絶するため、会社を挙げて毅然とした姿勢で対応する。

（２）反社会的勢力との関係断絶に係る主管部門を定め、基本方針・規程を定め、その徹底を図る。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

[適時開示に係る社内体制]

当社は、関連法令に基づき、財務報告において求められる内部統制システムの強化を経営の重要課題の一つと捉えており、当社の取締役、上級
管理職社員は、国内外主要グループ会社の取締役、監査役を兼務する等により、コーポレート・ガバナンスの一層の充実に努めております。

１．適時開示に係る社内体制

当社および当社グループに関する重要な決定事実、発生事実、および決算に関する情報は、本社経営管理部に報告・集約される体制となってい
ます。

　適時開示事項については、情報取扱責任者の監督のもと、法令および開示規則に基づき、当該情報の分析・検討後、社内手続を経て適時開示
を行なっています。

２．情報開示に係る社内規定・手続

当社および当社グループに関する重要な決定事実、発生事実、および決算に関する情報など、いわゆる「経営情報」の開示については、ＭＵＴＯＨ
グループ行動規範において定めており、開示手続きについては、法定事実・発生事実・決算に関する情報の全てにおいて、情報取扱責任者は取
締役会の承認を経て適時開示を行なうこととしています。



【 コーポレート・ガバナンス体制 ： 模式図 】
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情報の流れ 経営情報 決算情報

【 適 時 開 示 体 制 の 概 要 ： 模 式 図 】

情 報 所 管 部 門 子 会 社 ・ 関 連 会 社

経 営 管 理 部
（ 重 要 性 の 検 討 ）

情
報
取
扱
責
任
者

取 締 役
監 査 等 委 員

社 長

取 締 役 会 （ 決 裁 ）

情 報 取 扱 責 任 者 （ 開 示 指 示 ）

経 営 管 理 部 Ｉ Ｒ 担 当 （ 開 示 手 続 ）

情 報 開 示

報
告

報
告

報
告

報
告

報
告

報告

承認

報
告

開
示

指
示

承
認




